








― 3 ―

○「新潟信用金庫若手経営者の会」設立
平成２８年４月２２日「新潟信用金庫若手経営者の会」設立セミナーが１３０名
の参加により実施されました。平成２９年１月１８日第２回セミナーが１８０名の参
加により実施されました。
○開業セミナーの開催
専門学校に在学している学生を対象とした開業のためのセミナーを開催しま
した。平成２８年１１月２５日新潟調理師専門学校様で「開業セミナー」を開催
しました。平成２９年１月１１日新潟柔整専門学校様で「開業と金融に関する
勉強会」を開催しました。
○小･中学校生の職場体験学習への協力
２８年度は、新潟市立東青山小学校、紫竹山小学校、桜ヶ丘小学校、木戸小
学校、味方中学校、山潟中学校、亀田中学校、上山中学校の生徒の皆さん
が当金庫の支店において職場体験を行いました。
○新商品の発売
　・預金商品
　　アルビレックス新潟応援定期預金「アルビ魂！」の発売
	 取扱期間　平成２８年６月２０日～９月３０日
　　定期預金「冬の贈り物　２０１６」の発売
	 取扱期間　平成２８年１２月１日～１２月３０日
　　定期預金「柳都１０」の発売
	 取扱期間　平成２９年１月２０日～５月３１日
　・ローン商品
　　住宅所有者向けフリーローン「まとめる君」
	 取扱開始　平成２８年８月１日～
　　女性応援ローン「カーライフプランFor	Ladies」
	 取扱開始　平成２８年１０月２０日～
　　女性創業者応援ローン「ニュー・ラグーン」
	 取扱開始　平成２８年１０月１１日～
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ホテルイタリア軒において第89 期通常総代会を開催
しました。

第89 期（平成27 年度）業務報告、貸借対照表および
損益計算書の内容報告の件

剰余金処分案承認の件
定款一部変更の件
監事 3名の任期満了に伴う選任の件
理事 1名選任の件
役員賞与の支給の件

以上いずれの議案も原案通り承認可決されました。

出資の総口数（15,815,328 口）及び出資の総額
（790,766,400 円）の変更登記を行いました。

中山支店仮店舗への所在地の変更登記を行いました。

中山支店新店舗への所在地の変更登記を行いました。
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出資証券不発行のご案内

　平素より新潟信用金庫をご利用いただきまして誠にあ
りがとうございます。
　さて、会員の皆様からお預かりした出資金につきまして
は、これまで出資証券を発行してまいりましたが、近年
の株式会社における株券の不発行と同様、平成２９年９
月より出資証券を不発行とし、当金庫の会員名簿により
電子的に一元管理することとなりました。
　会員の皆様からお預かりしている出資金は、電子デ一
夕等として厳格に管理しておりますことから、出資金残高
ならびに会員としての権利等につきましては、これまでと
変わりありませんのでご安心ください。
　出資残高につきましては、平成３０年６月より毎年６月
にお送りいたします「出資金残高通知書兼出資配当金振
込のご案内（兼領収書）」でお知らせいたしますとともに、
会員の皆様からのご請求時には「出資金残高通知書」を
随時発行いたします。
　なお、お手元の出資証券につきましては、回収いたし
ませんので、そのまま保管いただければ結構です。万一
紛失された場合でも、お届出の必要はなく、出資金なら
びに会員としての権利等に何ら影響はございません。
　会員の皆様におかれましては、何卒格別のご理解とご
協力を賜りますようお願い申し上げます。
　おって、何かご不明な点がございましたら、お気軽に
お取引店の窓口または下記お問合せ先までご連絡ください。

お問合せ先 新潟信用金庫　総務部
☎（025）222－3111
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経常収益

業務純益

経常利益

当期純利益

預金残高

貸出金残高

有価証券残高

総資産額

4,066,060

196,410

328,202

272,237

289,733

141,077

96,534

315,222

平成29年３月期

4,504,546

253,756

578,528

396,198

282,487

137,385

73,771

308,793

平成２7年３月期

4,284,014

207,701

422,723

308,662

284,743

137,708

87,291

311,163

平成２8年３月期

利

　益

残

　高
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１５０,０００

２００,０００

２５０,０００

30０,０００
（単位 ： 百万円） 預金残高 貸出金残高

平成29年３月末平成28年３月末

284,743

137,708

平成27年３月末

282,487

137,385

289,733

141,077

◆主な経営指標の推移	 	 　　（単位：利益・千円、残高・百万円）

◆預金残高および貸出金残高の推移
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国内基準
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平成28年
３月末

平成29年
３月末

17.80％

平成28年
３月末

17.25％ 16.70％

平成27年
３月末

平成26年
３月末

16.89％

13.08％
業界平均

◆自己資本比率の推移

◆不良債権（金融再生法による開示債権額とその比率）

この表の比率は、金融再生法に基づき計算された債権額合計141,528百万円を分母としています。
今期の不良債権比率は、前期の3.47％から0.74ポイント減少し2.73％となりました。

自己資本の額は前年比239百万円増加しましたが、計算の分母となるリスクアセット等の合
計が8,788百万円増加しました。その結果自己資本比率は1.10％低下し、16.70%となり
ましたが業界平均の13.08％をはるかに上回っています。（自己資本額19,965百万円÷リ
スクアセット等計119,544百万円）

（平成29年３月末）

危険債権
2,483百万円
（1.75％）

破産更生債権等
1,291百万円
（0.91％）

要管理債権等
91百万円
（0.06％）

正常債権　137,662百万円
　　　　　（97.26％）
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第 90期　貸借対照表
（平成29年3月31日現在）

科　　　　　　　目 金　　　額
（ 資 産 の 部 ）

現 金 1,501
預 け 金 70,380
買 入 金 銭 債 権 ―
金 銭 の 信 託 1,001
有 価 証 券 96,534

国 債 20,348
地 方 債 13,967
社 債 47,479
株 式 2,042
そ の 他 の 証 券 12,696

貸 出 金 141,077
割 引 手 形 2,555
手 形 貸 付 5,633
証 書 貸 付 119,538
当 座 貸 越 13,349

そ の 他 資 産 1,852
未 決 済 為 替 貸 26
信 金 中 金 出 資 金 1,326
前 払 費 用 9
未 収 収 益 318
未 収 還 付 法 人 税 等 32
そ の 他 の 資 産 139

有 形 固 定 資 産 2,830
建 物 787
土 地 1,869
リ ー ス 資 産 106
建 設 仮 勘 定 ―
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 66

無 形 固 定 資 産 37
ソ フ ト ウ エ ア 10
リ ー ス 資 産 17
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 8

繰 延 税 金 資 産 105
債 務 保 証 見 返 310
貸 倒 引 当 金 △ 409

（ う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 ） （△ 272）

資 産 の 部 合 計 315,222

（単位：百万円）
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科 　　　　　　　目 金　　　額
（ 負 債 の 部 ）

預 金 積 金 289,733
当 座 預 金 4,933
普 通 預 金 84,340
貯 蓄 預 金 561
通 知 預 金 6,710
定 期 預 金 172,491
定 期 積 金 19,509
そ の 他 の 預 金 1,186

借 用 金 1,066
借 入 金 1,066

そ の 他 負 債 735
未 決 済 為 替 借 41
未 払 費 用 234
給 付 補 塡 備 金 17
未 払 法 人 税 等 13
前 受 収 益 50
払 戻 未 済 金 0
職 員 預 り 金 139
リ ー ス 債 務 135
資 産 除 去 債 務 75
そ の 他 の 負 債 28

賞 与 引 当 金 86
役 員 賞 与 引 当 金 ―
退 職 給 付 引 当 金 1,501
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 110
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 6
偶 発 損 失 引 当 金 20
繰 延 税 金 負 債 ―
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 245
債 務 保 証 310
負 債 の 部 合 計 293,816

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 802

普 通 出 資 金 802
利 益 剰 余 金  19,076

利 益 準 備 金 790
そ の 他 利 益 剰 余 金 18,285

特 別 積 立 金 17,942
（ 本 店 改 修 積 立 金 ） （900）
（創立 90 周年記念事業積立金） （100）
当 期 未 処 分 剰 余 金 343

処 分 未 済 持 分 △ 0
会 員 勘 定 合 計  19,878
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  1,054
土 地 再 評 価 差 額 金  471
評 価・ 換 算 差 額 等 合 計  1,526
純 資 産 の 部 合 計  21,405

負債及び純資産の部合計 315,222

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



― 9 ―

第 90期　損益計算書
（平成28年４月１日から平成29年３月３１日まで）

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　目 金　　　額
経 常 収 益 4,066,060
資 金 運 用 収 益 3,347,008

貸 出 金 利 息 2,391,951
預 け 金 利 息 137,640
有 価 証 券 利 息 配 当 金 783,900
そ の 他 の 受 入 利 息 33,514

役 務 取 引 等 収 益 266,732
受 入 為 替 手 数 料 148,904
そ の 他 の 役 務 収 益 117,827

そ の 他 業 務 収 益 158,944
外 国 為 替 売 買 益 33
国 債 等 債 券 売 却 益 141,528
そ の 他 の 業 務 収 益 17,382

そ の 他 経 常 収 益 293,375
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 75,270
償 却 債 権 取 立 益 61,722
株 式 等 売 却 益 138,960
金 銭 の 信 託 運 用 益 1,792
そ の 他 の 経 常 収 益 15,630

経 常 費 用 3,737,858
資 金 調 達 費 用 164,832

預 金 利 息 135,402
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額 10,169
借 用 金 利 息 18,574
そ の 他 の 支 払 利 息 687

役 務 取 引 等 費 用 327,353
支 払 為 替 手 数 料 40,245
そ の 他 の 役 務 費 用 287,108

そ の 他 業 務 費 用 12,475
国 債 等 債 券 売 却 損 11,800
そ の 他 の 業 務 費 用 675

経 費 3,124,542
人 件 費 2,023,768
物 件 費 1,054,705
税 金 46,068

そ の 他 経 常 費 用 108,653
貸 出 金 償 却 75,864
株 式 等 売 却 損 10,452
株 式 等 償 却 497
金 銭 の 信 託 運 用 損 1,880
そ の 他 資 産 償 却 1,000
そ の 他 の 経 常 費 用 18,958

経 常 利 益 328,202
特 別 利 益 ―
特 別 損 失 2,760

固 定 資 産 処 分 損 32
減 損 損 失 2,728

税 引 前 当 期 純 利 益 325,441
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 31,595
法 人 税 等 調 整 額 21,609
法 人 税 等 合 計 53,204
当 期 純 利 益 272,237
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） 70,915
当 期 未 処 分 剰 余 金 343,153
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第 90期　剰余金処分
（平成２8年４月１日から平成２9年３月３１日まで）

会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年5月19日

新潟信用金庫
理事会　御中

富岡公認会計士事務所
公認会計士　富 岡 裕 嗣 ◯
酒井真人公認会計士事務所
公認会計士　酒 井 真 人 ◯

　私たちは、信用金庫法第38条の2第3項の規定に基づき、新潟信用金庫の平成28年4月1日から平
成29年3月31日までの第90期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、剰余金処
分案及び注記並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、信用金庫法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認められ
る会計の慣行に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　私たちの責任は、私たちが実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに計算書類及びその附属明細書に重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、私たちの判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、私たちは、リスク評価の実施に際して、状
況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示
に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表
示を検討することが含まれる。
　私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　私たちは、上記の計算書類及びその附属明細書が、信用金庫法及び同施行規則並びに我が国
において一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　金庫と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

印

印

科　　目 金　　額
当 期 未 処 分 剰 余 金 343,153,052
剰 余 金 処 分 額  236,028,404

利 益 準 備 金 12,129,000
普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金 （年 3％）23,899,404
特 別 積 立 金 200,000,000

（ 本 店 改 修 積 立 金 ） （50,000,000）
繰　 越　 金（ 当 期 末 残 高 ） 107,124,648

（単位：円）


